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１ 公共施設を取り巻く状況と課題

一時期に集中して整備した

➔建替えなどの時期も一斉に来る
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築30年以上の面積

約80％

（万㎡）整備年ごとの面積
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１ 公共施設を取り巻く状況と課題

今ある施設をすべて築60年で建替える場合の長期保全費用
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部位の更新費用 約300億円

建替え費用 約1,520億円

総額 約1,820億円

将来費用1,820億円

将来費用 平均 60億円/年

投資可能額 平均 25億円/年

30年間の合計

－ 投資可能額750億円 ＝ 財源不足1,070億円

（億円）
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改修の時期を
迎えている分



５

１ 公共施設を取り巻く状況と課題

生産年齢人口が減っていく

入るお金が減っていく

福祉や医療にかかる
お金が増えている

出るお金が増えている

きびしい財政状況

人口減少・少子化 高 齢 化

平成28年度 ➔ 約332億円

平成42年度 ➔ 約310億円

約22億円の税収減

市税収入全体の推計

平成18年度 ➔ 約99億円

平成28年度 ➔ 約181億円

10年間で約1.8倍

扶助費の推移



１ 公共施設を取り巻く状況と課題

施設の老朽化

６

建替え・改修時期

財源不足

全施設の建替えは不可能

何も対策を打たないと･･･
→ 重大事故の発生

施設の閉鎖

どうする！？

○施設の安全・安心な利用

○持続可能な行政サービス

○将来世代に負担を残さない

「公共建築物マネジメント基本計画」
（平成29年3月策定）

公共施設の今後のマネジメントの方針や
取組内容を示す。



２ 課題解決に向けた取組

「公共建築物マネジメント基本計画」 ➔ ３つの取組

計画的な保全

長寿命化

1

機能・配置・

運営の見直し

総量の縮減

2

公民連携

近隣自治体と
の連携

3

公共建築物
マネジメント
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公 共 施 設

再 編 事 業

２ 課題解決に向けた取組

計画策定、市民へのアプローチ、個別事業との調整を並行

□市民との課題・情報共有
・シンポジウム、まちづくりワークショップ
・回覧板、広報紙、アンケート

□公共施設再編基本計画

・複合化や統廃合を含めた再編計画

→機能・配置の適正化による総量縮減

□個別事業との調整

・老朽化等の課題により個別の対応が必要な

ものは、計画と並行して進める

平成29年度～平成30年度
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２ ①公共施設再編基本計画

９

■施設の数や規模を減らしながらも、必要な機能（サービス）を

どのようにして残していくか。

■施設を機能（サービス）と建物で分けて考え、適正に配置する。

学校、市営住宅、集会施設など全ての市の施設を対象に、個別施設ごとに今後の
施設のあり方を検討して、複合化や統廃合など施設の再編を示す計画



【千代地区】横浜市立大学

１０

２ ②まちづくりワークショップ

■運営：大学教授が進行役となり、学生ととも
に大学研究室が運営

■モデル地区：千代地区と鴨宮地区

■参加者：５つの連合自治会の地域コミュニ
ティ組織とPTA連絡協議会に推薦を依頼

【鴨宮地区】工学院大学

住民自らが地域における将来の公共施設のあり方について考え、
再編の形を検討する。



２ ②まちづくりワークショップ

１１

小田原市の公共施設マネジメントの現状や課題などをお伝えする
ため、平成２９年度から発行し市ホームページで公開しています。

■公共施設マネジメント通信



ま と め

➊ 施設の老朽化と深刻な財源不足
➔ 今ある施設をすべて維持することはできない

➋ 将来世代に負担を残さないために何ができるか
➔ 施設の数や規模を減らしつつ使い方を工夫

➌ 単なる合理化の取組ではない
➔ 施設の安全・安心な利用

持続可能な行政サービスの提供
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今後も本市の取組について、

ご理解ご協力をお願いいたします。
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